　「指定居宅介護支援」重要事項説明書

　　　　　　　　　　　　　居宅介護支援事業所 つ む ぎ

当事業所はご契約者に対して指定居宅介護支援のサービスを提供します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。

	※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された方が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。
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１．事業者
（１）法人名         社会福祉法人ライフケア高砂
（２）法人所在地     山口県防府市大字上右田字上沖和田３３４番地
（３）電話番号       0835‐22‐5501
（４）代表者氏名     理事長　上田　巌
（５）設立年月       平成　10年7月13日
２．事業所の概要

（１）事業所の種類    指定居宅介護支援事業所・令和７年２月１日　指定　

　　　　　　　　　　　事業所番号　３４７２５０３３４５
（２）事業所の目的   

 　当事業所は、介護保険法令の趣旨に従って、ご利用者が居宅において可能な限り自立

した日常生活を営むことができるように支援することを目的として、居宅介護支援を

提供します。

（３）事業所の名称    居宅介護支援事業所　つむぎ

（４）事業所の所在地  広島県東広島市八本松町飯田５２５番地の３
（５）電話番号      　０８２－４２７－３１３８
（６）管理者氏名    　渡邉　壽江
（７）当事業所の運営方針

当事業所は、ご利用者の心身の状況や置かれている環境等に応じて、お一人お一人

の解決すべき課題分析を行い、介護保険の理念でもある利用者本位によるサービス選

択ができるようにします。公正中立の立場で、行政及び地域の保健・医療・介護にわたる公的サービスや、ボランティアなど地域の皆さんとの連携・協力によって、適切な居宅サービス計画を作成します。

　　ご利用者の在宅における生活及びその介護を支援し、ご利用者の自立支援、また生

活の質の向上を図っていくことを旨とします。

（８）開設年月      令和7年2月1日

（９）営業日及び営業時間

	営業日
	月曜日から金曜日　

	営業時間
	８：３０から１７：３０　

但し、電話相談は年中無休・24時間対応とします。

	その他の休日
	12月31日～1月３日


（１０）通常の事業実施地域 　

東広島市全域 ・広島市（安芸区上瀬野町に限る）
	
	常勤
	非常勤
	計

	管理者
	　1名
	
	1名

	介護支援専門員
	　５名（うち1名管理者と兼務）
	　
	5名

	事務員
	　
	　　１名
	1名


３．職員の体制

管理者は主任介護支援専門員とします。

尚、すべての介護支援専門員は暴力団、暴力団員、又は暴力団密接関係者でないことを確実にします。
４．当事業所が提供するサービス

　当事業所では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。

1 介護保険関係の相談・協力・申請代行

2 居宅サービス計画書の作成

3 指定居宅サービス事業者及びその他の者との連絡・調整

4 サービス実施内容の把握、評価
5 利用者等の状況の把握
6 平時からの医療機関との連携
7 入退院時の情報提供、関係機関との連絡・調整
8 障害福祉制度の相談支援専門員との連携

9 給付管理業務

10 支援にかかる書類はすべて５年間保存する
５．利用料金

（1） 利用料

介護保険法に基づく算定事項によります。
要介護認定を受けた方は、介護保険制度から全額給付されるので、自己負担はありません。

※介護保険料の滞納により下記の料金が全額自己負担になる場合があります。

※利用料は1単位＝10.21円（東広島市：7級地）を乗じて算定します。

①基本料金　
	
	要介護１・２
	要介護３・４・５

	介護支援専門員1人当たりの利用者の数が45未満の場合
	居宅介護支援費Ⅰⅰ
　　　　　　１０８６単位
	居宅介護支援費Ⅰⅰ
　　　　　　１４１１単位

	介護支援専門員1人当たりの利用者の数が45以上の場合において、45以上60未満の部分
	居宅介護支援費Ⅰⅱ
　　　　　　　　５４４単位
	居宅介護支援費Ⅱⅱ
　　　　　　　７０４単位

	介護支援専門員1人当たりの利用者の数が45以上の場合において、60以上の部分
	居宅介護支援費Ⅰⅲ
　　　　　　　　３２６単位
	居宅介護支援費Ⅰⅲ
　　

　　　　　　　４２２単位


	＜特定事業所加算Ⅱ＞
①常勤専従の主任介護支援専門員を１名以上配置②常勤専従の介護支援専門員を３名以上配置③利用者の情報やサービス提供上の留意事項などの伝達を目的とした会議をおおむね週1回以上定期的に開催している④24時間連絡体制を確保し、必要に応じて利用者等からの相談に対応できる体制を確保している⑤介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施している⑥地域包括支援センターから支援困難事例を紹介された場合対応できる⑦家族に対する介護等を日所的に行っている児童や障害者、生活困窮者、難疾患者等、高齢者以外の対象支援者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加⑧特定事業所集中減算が適用されていない⑨介護支援専門員一人あたり45名未満である⑩介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力または協力体制を確保している⑪他の法人と共同で事例検討会、研修会等を実施している⑫必要に応じて多様な主体等が提供する生活支援サービスが包括的に提供される居宅サービス計画を作成している
	４２１単位/月

	＜特定事業所加算Ⅲ＞

①常勤専従の主任介護支援専門員を１名以上配置②常勤専従の介護支援専門員を２名以上配置③利用者の情報やサービス提供上の留意事項などの伝達を目的とした会議をおおむね週1回以上定期的に開催している④24時間連絡体制を確保し、必要に応じて利用者からの相談に対応できる体制を確保している⑤介護支援専門員に対し計画的に研修を実施している⑥地域包括支援センターから支援困難事例を紹介された場合でも対応できる⑦家族に対する介護等を日所的に行っている児童や障害者、生活困窮者、難疾患者等、高齢者以外の対象支援者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加⑧特定事業所集中減算が適用されていない⑨介護支援専門員一人あたり45名未満である⑩介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力または協力体制を確保している⑪他の法人と共同で事例検討会、研修会等を実施している⑫必要に応じて多様な主体等が提供する生活支援サービスが包括的に提供される居宅サービス計画を作成している
	３２３単位/月

	＜初回加算＞

新規に居宅サービス計画書を作成した場合
	３００単位/月

	＜入院時情報連携加算Ⅰ＞

病院・診療所へ入院した日のうちに、情報提供をした場合
入院日以前の情報提供を含む
営業時間終了後または営業日以外の日に入院した場合は、入院の翌日を含む
	２５０単位/月

	＜入院時情報連携加算Ⅱ＞

病院・診療所へ入院後した日の翌日または翌々日に情報提供をした場合
営業時間終了後に入院した場合であって、入院日から起算して3日目が営業日でない場合はその翌日を含む
	２００単位/月

	＜退院・退所加算＞

退院、退所時に情報提供を受けた上で、居宅サービス計画書を作成した場合　
	※別表参照

（入院期間中に３回まで）

	＜通院時情報連携加算＞

利用者が医師の診察を受けるときに、介護支援専門員が同席し、医師等に当該利用者の情報提供を行うとともに、医師または歯科医師から利用者に関する必要な情報を受けたうえでケアプランに記録する場合
	５０単位/月

	＜緊急時居宅カンファレンス加算＞

病院、または診療所の求めにより、病院または診療所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い居宅サービス等の利用調整を行った場合
	２００単位/回

（月に２回まで）


2 加算料金

※退院・退所加算
	
	カンファレンス参加　無
	カンファレンス参加　有

	連携１回
	４５０単位
	６００単位

	連携２回
	６００単位
	７５０単位

	連携３回
	×
	９００単位


　　（２）交通費

通常の利用地域にお住まいの方は無料です。

それ以外の地域にお住まいの方は、通常事業の実施区域を越えた地点から介護支援専門員がお訪ねするための交通費が必要です。

	車両（自家用車等）を利用した場合
	1ｋｍにつき4０円

	公共交通機関を利用した場合
	実費

	有料道路や船舶等を利用した場合
	実費


（３）解約料

いつでも契約を解除することができ、一切料金はかかりません。

（４）支払い方法

交通費など料金が発生する場合、月ごとに清算し、毎月１５日までに前月分の請求をいたしますので、その月の２８日までにお支払いください。
６．サービスの利用の流れ

（1） サービスの利用開始

　　　まずは、お気軽にお問い合わせください。当事業所職員がお伺いします。
　　　　ご利用者、ご家族と面談し、ご意向の確認を行い、当事業所との契約を締結した　後、担当者会議を開催し（TV電話のこともあり）サービスを開始します。
（2） ご利用者、ご家族の状況を把握し、必要に応じて介護保険内・外の各種サービスをご紹介します。

ご希望に添えない場合も、適切なサービスをご案内します。

＊指定居宅介護支援の提供の開始に際し、利用者は複数の指定居宅サービス事業所を紹介するよう求めることができます。

＊居宅サービス計画書に位置づける居宅サービス事業所について、居宅サービス計画書に位置づけた理由の説明を求めることができます。

　　（３）要介護認定等の相談、協力、申請代行も行います。
　　（４）医療系のサービスをご希望の場合は、利用者の同意を得て、主治の医師、歯科
医師、薬剤師等へ意見を求め、この意見を求めた主治の医師等に対して、居宅
サービス計画書を交付します。
　　　　　訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、モニ
タリング等の際に介護支援専門員自身が把握した利用者の状態等について、介
護支援専門員から、主治の医師や歯科医師に必要な情報伝達を行います。

　　（５）サービス内容の変更のご意向やご利用者等の状態変化により、介護支援専門員
が支援内容の変更が必要と判断した場合は、ご利用者、ご家族の意向を確認し、
随時、関係機関と連絡・調整いたします。
（6） 少なくとも1月に1回はご自宅に訪問し、サービス実施内容や利用者等の状況
　　　把握、評価を行い、適宜、関係機関と連絡・調整します。
　　　　　ただし、利用者の同意、サービス担当者会議等において、利用者の状態を考慮
　　　　　し、主治医、担当者そのほか関係機関の合意を得たうえで、オンラインでの
　　　　　モニタリングを行う場合もあります。その場合は少なくとも2か月に1回は
　　　　　利用者の居宅を訪問します。
　　　　　その他、必要に応じて居宅訪問を実施します。

（７）サービスの終了

1 ご利用者の方の都合でサービスを終了する場合

文書でお申し出くださればいつでも解約できます。

2 当事業所の都合でサービスを終了する場合

人員不足等やむをえない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がございます。その場合は、終了１ヶ月前までに文書で通知するとともに、地域の他の居宅介護支援事業所に責任を持ってご紹介いたします。

3 自動終了

以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。

· 要介護認定を受けたご本人が、介護保険施設へ入所した場合。

· 介護保険給付でサービスを受けていた方の要介護認定が非該当（自立）又は要支援事業対象者と、認定された場合。

· ご利用者ご本人がお亡くなりになった場合。

4 その他

ご本人やご家族の方等が当事業所の介護支援専門員に対して本契約を継続しがたいほどの背任行為を行った場合は、文書で通知することにより、即座にサービスを終了させていただく場合がございます。
7． 虐待、身体拘束の防止について

　　　事業所は、虐待、身体拘束防止の指針を掲げ、定期的に虐待防止、抑制防止についての研修を行い、利用者の精神的、身体的苦痛の無いように日々努力します。
虐待、身体拘束の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。
利用者または他の利用者等の生命または身体を保護するため、緊急やむを得ない
場合を除き、身体拘束は行いません。
身体拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。

（1） 虐待防止に関する担当者を選定しています。

　　　　　　　虐待防止に関する担当者　役職　居宅介護支援事業所つむぎ　管理者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　渡邉　壽江

　　　　虐待、身体拘束防止のため対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、
その結果について、従業者に周知徹底をします。
（2） 従業者に対し、虐待、身体拘束防止を啓発・普及するための研修を実施しています。
（3） 事業所は適切な指定居宅介護支援を提供する観点から、職場において行われた範囲を超えたものにより、従業者の職場環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じます。

（4） 利用者及び家族からの苦情解決体制を整備しています。

（5） 成年後見制度の利用の支援をします。

（6） 事業所は、サービス提供中に従業者または養護者（利用者の家族等高齢者

を現に養護するもの）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合

は、速やかに市町に通報します。
８．当事業所における苦情の受付

（１）当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。

①　苦情受付窓口（担当者）

　　　　管理者　　渡邉　壽江
　　電話番号　０８２－４２７－３１３８

2 　受付時間　　　毎週月曜日～金曜日　８：３０～１７：３０
（12月31日～1月3日は除く）　
また、苦情受付ボックスを事務所玄関に設置しています。
3 苦情を受け付けた場合、受付者は苦情受付書に記入し、その後速やかに事業所内にて苦情検討委員会を開催し対応します。

緊急の場合は、受付担当者の判断にて処理、あるいは他の機関へつなぎます。

手順、対応については苦情受付用紙の対応方法の欄に記入し、5年間保存します。
（２）行政機関その他苦情受付機関

	東広島市役所

健康福祉部介護保険課
	所在地　東広島市西条栄町８番２９号

電話番号　０８２－４２０－０９３７

	国民健康保険団体連合会
介護福祉課
	所在地　広島市中区東白島町１９番４９号

　　　　　　　　　　　　　国保会館

電話番号　０８２－５５４－０７８３

	広島県社会福祉協議会

広島県福祉ｻｰﾋﾞｽ運営適正化委員会
	所在地　広島市南区比治山本町12番2号

電話番号　０８２－２５４－３４１９


９．ご利用者の秘密の保持

1 　当事業所の従業者は、正当な理由がなく、職務上知り得たご利用者およびご家族の秘密を漏らすことはいたしません。
2 　当事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、職務上知り得たご利用者およびご家族の秘密を漏らすことはいたしません。

3 ご利用者、ご家族の求めに応じて、書類を開示できます。書類の複写物を必要とされる場合には、お渡しいたします。
１０．事故等への対応

1 　サービス提供中に発生した事故については、速やかにご利用者のご家族、市町村に連絡するとともに、必要な措置を講じます。
2 　事故の状況と、事故に対してとった措置について記録いたします。

3 サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、速やかに損害の賠償を行います。
尚、下記の損害賠償保険に加入しています。
保険会社名：あいおいニッセイ同和損保
保険名：介護保険・社会福祉事業者総合保険
１１．業務継続計画の策定等
（1）事業所は感染症や非常災害時の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の
　　提供を継続的に実施、及び非常時の体制で早期に業務再開を図るための計画を策定し、
　　当該業務継続計画に従い、必要な措置を講じます。
1 従業者に対し、業務継続について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。
2 策定した計画は定期的に見直し、必要に応じて変更を行います。
１２．感染症対策の強化に関する事項
①事業所は感染症の発生・蔓延防止に向けて取り組み、必要な措置を講じます。
②定期的に委員会を開催します。（おおむね1回/6か月）
③委員会の結果について、従業者に周知します。
④指針を整備します。
⑤従業者に対して研修、訓練を定期的に開催します。（1回/年以上）

令和　　年　　月　　日

居宅介護支援の提供の開始に際し、ご利用者に対して、契約書および本書面に基づき重要事項の説明を行いました。

指定居宅介護支援事業所

居宅介護支援事業所つむぎ　説明者　氏名　　　　　　　　　　　　　　印
事業所　所在地　　東広島市八本松町飯田５２５番地３

　　　　名　称　　居宅介護支援事業所つむぎ　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理者　渡邉　壽江　印
私は、契約書および本書面に基づいて、事業者から重要事項の説明を受けました。

利用者

住　所　　　   　　

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　利用者家族の代表

　住　所

　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　
利用者との関係　　（　　　　　　）

当事業所は介護保険の指定を受けています。


（事業所番号３４７２５０３３４５）
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